
平成21年度　弥富市財務４表の概要

（単位：千円）

資産の部 普　通 単　体 普　通 単　体

１　公共資産

　　(1)事業用資産 47,737,682 50,454,097 9,139,590 13,600,823

　　(2)インフラ資産 56,812,315 61,073,191 1,957,215 1,957,215

２　投資等 75,150 88,187

　　(1)投資及び出資金 45,393 45,393

　　(2)貸付金 0 1,000 807,948 807,948

　　(3)基金等 4,078,134 4,274,000 447,247 447,603

３　流動資産

　　(1)資金 759,926 988,536 12,427,150 16,901,776

　　(2)未収金 421,683 829,313

97,427,984 100,763,754

資 産 合 計 109,855,134 117,665,530 109,855,134 117,665,530

（単位：千円） （単位：千円）

普　通 単　体 普　通 単　体

経　常　費　用 12,283,723 17,769,757 98,253,904 101,299,009

１　人にかかるコスト

　　(1)人件費 3,020,024 3,084,046 △ 11,658,685 △ 17,018,068

　　(2)退職手当引当金繰入等 △ 16,810 △ 16,810 △ 1,160,247 △ 1,229,858

２　物にかかるコスト （単位：千円）

　　(1)物件費･経費 2,020,541 2,299,607 普　通 単　体

　　(2)減価償却費 760,172 815,867 8,370,380 8,370,380 １　経常的収支 1,252,297 1,782,941

　　(3)維持補修費 213,080 245,286 512,930 512,930 ２　公共資産整備収支(資本的収支) △ 1,430,967 △ 2,398,585

３　移転支出的なコスト 3,017,407 5,146,468 ３　財務的収支 311,955 797,067

　　(1)他会計への支出 1,028,256 0 92,295 3,682,893 当期収支 133,285 181,423

　　(2)補助金等 3,611,329 9,613,592 0 0 期首資金残高 626,641 807,113

　　(3)社会保障給付 1,476,544 1,476,838 97,427,984 100,763,754 期末資金残高 759,926 988,536

４　その他のコスト

　　(1)公債費(利払い) 170,587 251,331

経　常　収　益 625,038 751,689

使用料･手数料等 625,038 751,689

純経常行政コスト

（経常費用－経常収益） 11,658,685 17,018,068

(注)　財務４表の作成に当たっては、各項目の表示単価未満を原則四捨五入して表示しているため、内容と合計が一致しない場合があります。

　　資産評価替･無償受入等

期末純資産残高

　　　地方税

　　　地方交付税

　　　補助金

　　　その他

　　純経常行政コスト

　　その他の減少

　純資産の増加

　　財源調達

負債及び純資産合計

期首純資産残高

　純資産の減少

負 債 合 計

純資産の部

純資産合計

　　(3)その他

２　流動負債

　　(1)翌年度償還予定地方債

　　(2)その他

負債の部

１　固定負債

　　(1)地方債

　　(2)退職手当引当金

　 貸借対照表は、基準日時点における財政状態（資産、負債及び純資産の残高）を表すものです。
　 資産は、将来の収益を生み出すために保有する財産を、負債は、将来、市が返済しなければならない債務を、純資産は、従来からの市の
活動によって獲得された余剰（又は欠損）の蓄積残高をいいます。

貸借対照表

行政コスト計算書

　 資産形成につながらない行政サービスに要したコストと、それらの
行政サービスの対価としての使用料、手数料などの収入を表示した
ものです。
　 従来の現金主義会計のもとでは、把握できなかった減価償却費な
どの非現金コストについても計上しています。
　 経常費用合計から経常収益合計を差し引いたものが、当該年度の
純経常行政コストとして把握されます。

純資産変動計算書

　純資産変動計算書は、１年間に弥富市の純資産が、どの
ような財源や要因で増減したかを明らかにするものです。
　具体的には、貸借対照表の純資産の部を計算するもので
す。

　 平成21年度における４つの財務書類(注)を国から示された「基準モデル」により普通会計ベース
及び単体会計ベースで作成しました。
(注)４つの財務書類
　 財務書類は、ストック情報(資産・負債・純資産の期末残高)を表す「①貸借対照表(バランスシー
ト)」と、フロー情報(期中の収益・費用及び純資産の内部構成の変動)を表す「②行政コスト計算
書」、「③純資産変動計算書」、「④資金収支計算書」の４つで構成されています。

市の資産と負債の状況

○市民１人当たりの資産と負債(平成22年3月31日現在人口：44,469人)
　　資　産　　普通会計　２，４７０，３７６円　　単体会計　２，６４６，０１３円
　　負　債　　普通会計　　　２７９，４５６円　　単体会計　　　３８０，０８０円
○純資産比率
　　普通会計　８８．７％　　単体会計　８５．６％
　※純資産比率・・・　総資産のうち、純資産の占める割合を示します。負債は、将来世代の負担と
                         考えることができることから、将来世代と過去の世代との負担割合を示すという
                         ことができます。純資産比率が高いほど、将来世代の負担軽減が図られている
                         ということがいえます。
○安全比率
　　普通会計　７６．６％　　単体会計　７０．１％
　※安全比率・・・　純資産比率の分母・分子からそれぞれインフラ資産を控除して算出します。厳
　　　　　　　　　 　密な意味での財務の安全性を示しており、高ければ高いほど良好な財務状態と
　　　　　　　　 　　いうことがいえます。
○社会資本形成の世代間比率
　　普通会計　９３．２％　　単体会計　９０．３％
　※社会資本形成の世代間比率・・・　社会資本の整備結果を示す公共資産のうち、純資産による
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　整備の割合をみることにより、過去の世代によって既に負担さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れた分の割合をみることができます。この比率が高いほど将来
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　世代への負担分が少なく健全であるといえます。

資金収支計算書

　 １年間の現金の流れを示すものです。
　 現金の性質に応じて、経常的収支、資本的収支、財務的収支に区分され
ており、どのような活動に資金を必要としているかを表したものです。

財務４表の連結範囲

普通会計
一般会計
土地取得特別会計

国民健康保険特別会計　　老人保健特別会計
介護保険特別会計　　後期高齢者医療特別会計
農業集落排水事業特別会計　　公共下水道事業特別会計

単体会計




